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経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

244,490
353.76

58,311,481
103,935,469
102,262,279

1,274,700

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

経常収支比率（合計）

H21類似団体内順位

34/41

全国市町村平均

91.8

広島県市町村平均

94.5

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

77.1

91.0
91.191.1

89.189.0

H21H20H19H18H17

96.5

97.598.5

94.6

91.2

人件費

H21類似団体内順位

35/41

全国市町村平均

26.7

広島県市町村平均

26.9

(%)

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

36.2

19.7

28.228.629.129.2
30.2

H21H20H19H18H17

32.5
32.9

34.834.834.6

物件費

H21類似団体内順位

4/41

全国市町村平均

13.0

広島県市町村平均

13.7

(%)

24.0

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

20.5

9.5

14.7
14.514.4

13.814.2

H21H20H19H18H17

10.811.211.611.411.3

扶助費

H21類似団体内順位

24/41

全国市町村平均

9.6

広島県市町村平均

9.7

(%)

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

14.3

6.2

9.9
9.79.59.4

8.4

H21H20H19H18H17

10.5
10.5

10.110.2
9.3

その他

H21類似団体内順位

20/41

全国市町村平均

12.1

広島県市町村平均

11.7

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

20.4

4.1

12.2
11.811.5

10.7

10.7

H21H20H19H18H17

12.2
11.911.511.0

10.3

補助費等

H21類似団体内順位

18/41

全国市町村平均

10.5

広島県市町村平均

9.2

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

21.2

2.8

8.4
8.58.58.68.4

H21H20H19H18H17

6.77.48.0

5.14.9

公債費

H21類似団体内順位

39/41

全国市町村平均

19.9

広島県市町村平均

23.3

(%)

27.0

24.0

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

24.0

10.7

17.618.018.1
17.417.1

H21H20H19H18H17

23.8
23.6

22.522.1
20.8

公債費以外

H21類似団体内順位

17/41

全国市町村平均

71.9

広島県市町村平均

71.2

(%)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

89.0

61.1

73.4

73.173.071.7

71.9

H21H20H19H18H17

72.7

73.9
76.0

72.5

70.4

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

呉市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率（合計）】　経常収支比率は２年連続減少したものの，類似団体平均を上回っている。これは，人件費と公債費が類似団体
平均を上回っていることが主な要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着実な実践と新たな見直しを実施することによ
り，経常経費の抑制に努め，財政構造の弾力性確保に努力していく。
【人件費】　人件費に係る比率は昨年度より微減したものの，類似団体平均を上回っている。これは，職員数が類似団体平均と比較して多
いことが主な要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着実な実践と新たな見直しを実施することにより，人件費の削減に
努めていく。
【扶助費】　扶助費に係る比率は昨年度と同率になったが，類似団体平均を上回っている。これは，景気の後退や高齢化率が全国平均を
上回っていることなどに伴う社会保障関係経費の自然増が主な要因と考えられる。今後とも，経済情勢や人口動態などを注視しながら，
引き続き健全な財政運営の確保に努めていく。
【公債費】　公債費に係る比率は昨年度より微増するとともに，類似団体平均を上回っている。これは，大型事業の集中や合併８町の市債
の引き継ぎなどにより市債元利償還金が増加していることが要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着実な実践により，
市債を抑制するとともに，市債を活用し実施する投資的経費については，後年の財政負担を考慮し財源的に有利な市債を活用し計画的
な実施に努めていく。
【物件費，補助費等その他】　物件費，補助費等，その他に係る比率は２年連続減少しているとともに，類似団体平均を下回っている。今
後とも，財政集中改革プログラムの着実な実践と新たな見直しを実施することにより，物件費については施設・内部的管理経費，補助費
等については各種団体に対する負担金・補助金，その他特別会計への繰出金を不断に見直し，さらなる経常経費の削減に努めていく。
【人件費及び人件費に準ずる費用】　人件費及び人件費に準ずる費用の人口１人当たりの決算額は昨年度より増加しているとともに，類
似団体平均を大幅に上回っている。これは，職員数が多いことが主な要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着実な実
践と新たな見直しを実施することにより，人件費の削減に努めていく。
【公債費及び公債費に準ずる費用】　公債費及び公債費に準ずる費用の人口１人当たりの決算額は昨年度より大幅に上昇しているととも
に，類似団体を上回っている。これは，公債費が多額となっていることが主な要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着
実な実践により，市債を抑制するとともに，高金利の公的資金の繰上償還制度を活用するなどして，公債費の縮減に努めていく。
【普通建設事業費】　普通建設事業費の人口１人当たりの決算額は昨年度より上回っているとともに，類似団体平均を上回っている。これ
は，近年の大型事業や合併建設計画事業を実施していることなどが主な要因と考えられる。今後とも，財政集中改革プログラムの着実な
実践と新たな見直しを実施することにより，事業の緊急度・優先度を勘案しつつ，普通建設事業費の縮減に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 21,105,227 86,323 62,690 37.7
賃金（物件費） 215,055 880 3,263 ▲ 73.0
一部事務組合負担金（補助費等） 467 2 2,038 ▲ 99.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 270,232 1,105 1,308 ▲ 15.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） 241,230 987 22 4,386.4
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 634,086 2,594 2,169 19.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 316,326 1,294 1,341 ▲ 3.5
▲退職金 ▲ 2,239,826 ▲ 9,161 ▲ 8,148 12.4
合計 20,542,797 84,023 64,682 29.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.33 6.36 1.97
ラスパイレス指数 98.7 100.5 ▲ 1.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

14,869,896 60,820 35,402 71.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - 16 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 52 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,704,957 11,064 12,536 ▲ 11.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 965 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,311,239 5,363 1,895 183.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

3,973 16 16 0.0

▲特定財源の額 ▲ 2,262,700 ▲ 9,255 ▲ 8,320 11.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 9,896,587 ▲ 40,478 ▲ 26,869 50.6

合計 6,730,778 27,530 15,693 75.4

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

17,301,933 68,461 ▲ 29.9 42,513 ▲ 7.6 ▲ 22.3

うち単独分 9,813,689 38,831 ▲ 35.9 28,218 ▲ 11.7 ▲ 24.2

17,896,765 71,488 4.4 41,476 ▲ 2.4 6.8

うち単独分 10,368,705 41,418 6.7 27,327 ▲ 3.2 9.9

14,173,754 57,104 ▲ 20.1 41,439 ▲ 0.1 ▲ 20.0

うち単独分 7,890,648 31,790 ▲ 23.2 26,115 ▲ 4.4 ▲ 18.8

13,712,378 55,666 ▲ 2.5 39,208 ▲ 5.4 2.9

うち単独分 7,851,209 31,873 0.3 24,594 ▲ 5.8 6.1

14,502,349 59,317 6.6 42,247 7.8 ▲ 1.2

うち単独分 9,093,010 37,192 16.7 25,497 3.7 13.0

過去５年間平均 15,517,436 62,407 ▲ 8.3 41,377 ▲ 1.5 ▲ 6.8

うち単独分 9,003,452 36,221 ▲ 7.1 26,350 ▲ 4.3 ▲ 2.8
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